
（意見提出用紙）

法務省人権擁護局人権啓発課　意見公募担当　宛

（企業・団体の場合は、その名称、部署名及び担当者名）

□ 第１章　はじめに

第２章　第一次計画策定後の社会情勢の変化と国際的潮流の動向

□ １　我が国における人権意識の変化

□ ２　人権をめぐる社会経済情勢の変化

□ ３　国際的潮流の動向

第３章　人権教育・啓発の意義・目的

□ １　人権尊重の理念 □ ２　人権教育の意義・目的

□ ３　人権啓発の意義・目的

第４章　人権教育・啓発の基本的在り方

□ １　実施主体間の連携と国民に対する多様な機会の提供

□ ２　発達段階等を踏まえた効果的な方法

□ ３　国民の自主性の尊重と教育・啓発における中立性の確保

第５章　人権教育・啓発の推進方策

□ １　人権一般の普遍的な視点からの取組

□ ２　各人権課題に対する取組

□ (1) 課題横断的な人権課題に対する取組(インターネット上の人権侵害)

(2) 各人権課題に対する取組 

□ ア　女性 □ イ　こども □ ウ　高齢者

□ エ　障害者 □ オ　部落差別（同和問題）

□ カ　アイヌの人々 □ キ　外国人

□ ク　本邦外出身者に対する不当な差別的言動

□ ケ　感染症の患者等

□ コ　ハンセン病患者・元患者及びその家族

□ サ　刑を終えて出所した人及びその家族

□ シ　犯罪被害者及びその家族

□ ス　北朝鮮当局によって拉致された被害者等

□ セ　性的マイノリティの人々 □ ソ　その他

□ ３　人権に関わりの深い特定の職業に従事する者に対する研修等

□ ４　総合的かつ効果的な推進体制等

第６章　計画の推進

□ １　推進体制 □ ２　地方公共団体等との連携・協力

□ ３　計画のフォローアップ及び見直し

□ 全体

【住所】

【電話番号】

【メールアドレス】

【氏名】
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人権教育・啓発に関する基本計画（第二次）中間試案に対する意見
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（意見提出用紙）

○意見の内容

※　御意見は、日本語でお願いいたします。

　

※　いただいた御意見について、個別の回答はいたしかねます。

［締　切］令和７年２月２６日（水）（当日消印有効）

［送付先］法務省人権擁護局人権啓発課　意見公募担当　宛

　 〒100-8977　東京都千代田区霞が関一丁目１番１号

※　いただいた御意見は、氏名等の個人が特定される情報を除き、
　公開されることがあります。

※御意見を簡潔に記入してください（複数の項目に意見を提出する場合は、項目ごとに分けて
記載してください。）。


